
 

 

 

円相場、一時 152 円台後半に上昇 日銀維持も買い優勢に 

 31 日午前の東京外国為替市場で円相場が強含んでいる。12 時半ごろに一時 1 ドル=152 円 97

銭近辺と前日 17 時時点と比べ 35 銭の円高・ドル安水準をつけた。日銀は 31 日、政策金利の維

持を決定。結果公表直後に一時 153 円 62 銭近辺まで下落したものの、追加利上げの余地を残

したとして次第に円買い・ドル売りが増えた。12 時時点は 153 円 35〜36 銭と同 3 銭の円安・ドル

高だった。 

 

 日銀は 31 日まで開いた金融政策決定会合で政策金利を現行の 0.25%程度で維持すると決め

た。政策維持は予想通りで、あわせて公表した「経済・物価情勢の展望（展望リポート）」も前回 7

月と大きな変化がなかった。だが、市場では「11 月の米大統領選など不確実性が高いなかで慎

重なものの、12 月利上げの可能性をまだ残しているようにみえる」（国内銀行ストラテジスト）との

受け止めもあり、円買い・ドル売りを誘った。 

 

対ユーロでのドル安進行も円の対ドル相場を支えた。30 日発表された 7〜9 月期のユーロ圏の

実質域内総生産（GDP）速報値が市場予想を上回り、欧州景気が急速に減速するとの懸念が和

らいだ。欧州中央銀行（ECB）の大幅利下げ観測が後退したとして対ユーロでドル安が進み、対円

でもドル売りが広がった。 

円相場は上値の重さも目立った。中値決済に向けては月末決済も絡んで輸入企業など国内実需

筋による円売り・ドル買い観測が意識された。30 日発表された 10 月の ADP 全米雇用リポートで

雇用者数の伸びが市場予想を大きく上回り、米金利の先高観を意識した円売り・ドル買いも出た。 

 

円は対ユーロでは下落した。12 時時点は 1 ユーロ=166 円 36〜41 銭と、同 49 銭の円安・ユー

ロ高だった。ECB の大幅利下げ観測の後退を受け、一時 166 円 65 銭近辺と 7 月 30 日以来およ

そ 3 カ月ぶりの円安・ユーロ高水準をつけた。だが、日銀会合の結果が明らかになると対ユーロ

でも円買いが増え、12 時すぎには 166 円 17 銭近辺まで下げ渋る場面があった。 

 

ユーロは対ドルで上昇した。12 時時点は 1 ユーロ=1.0849 ドル近辺と同 0.0031 ドルのユーロ

高・ドル安だった。 
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原油、続伸 需給逼迫を意識 金は横ばい圏 

31 日朝方の国内商品先物市場で、原油は続伸して取引を始めた。中心限月の

2025 年 3 月物は 1 キロリットル 6 万 6700 円と前日の清算値に比べ 1130 円高い水

準で寄り付いた。需給の引き締まりを背景に前日 30 日のニューヨーク原油先物が上

昇し、国内原油先物にも買いが先行している。 

 

石油輸出国機構（OPEC）と非加盟国のロシアなど主要産油国で構成する「OPEC

プラス」が 12 月に開始を予定していた自主減産の縮小を延期する可能性があると、

ロイター通信が 30 日に報じた。実現すれば 10 月に続く延期決定となる。同日、米エ

ネルギー情報局（EIA）が公表した週間の石油在庫統計では原油やガソリンの在庫が

減少し、需給の逼迫を意識した買いが入った。 

 

金は前日から横ばい圏で推移している。中心限月の 25 年 10 月物は 1 グラム 1

万 3772 円と前日の清算値を 8 円下回る水準で取引を始めた。夜間取引で 1 万

3794 円と中心限月として最高値を更新していたため、利益確定を目的とした売りが

先行している。一方、引き続き米大統領選などへの不透明感を背景とした買いが入

り、前日比で上昇に転じる場面もあった。 

 

白金は反落している。中心限月の 25 年 10 月物は 1 グラム 4988 円と前日の清算

値を 169 円下回る水準で寄り付いた。 
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OPEC プラス、減産緩和延期の可能性 ロイター報道 

ロイター通信は 30 日、石油輸出国機構（OPEC）とロシアなどで構成する OPEC プ

ラスの有志国が、12 月に予定する自主減産の緩和を延期する可能性があると報じ

た。米原油指標の WTI（ウエスト・テキサス・インターミディエート）は一時、前日比 2.9%

高の 1 バレル 69 ドル台まで上昇した。 

 

ロイターが複数の関係筋の話として伝えた。中国を中心に景気の先行き不安から

世界の原油需要が伸び悩むとの見方が広がるなか、供給が過剰になるとの懸念が

あるとみられる。 

サウジアラビアなど OPEC プラスの有志 8 カ国は、日量 220 万バレルの自主減産を

12 月から段階的に緩和して生産量を増やす方針だ。従来は 10 月から減産幅を縮小

する計画だったが、9 月に 2 カ月遅らせることを決めていた。 

 

ロイターの 30 日の報道によると、関係筋はこの緩和の開始時期をさらに少なくとも

1 カ月以上遅らせる可能性があると指摘したという。OPEC やサウジ政府はロイター

のコメント要請に応じていない。 

 

OPEC プラスは今月 2 日に開いた合同閣僚監視委員会（JMMC）で、12 月に減産

を緩和する計画を維持することを確認していた。 
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脱石油依存目指すサウジ、日本企業の進出先に定着するか 

「国民性」に商機 

サウジアラビアの首都リヤドで 29 日、国際会議「未来投資イニシアチブ」が開幕し

た。31 日までの 3 日間、世界各国の首脳や経営者が人工知能（AI）や次世代エネル

ギー、環境問題について議論する。サウジは石油に依存する経済からの脱却を目指

し、海外からの投資を呼び込んでおり、日本企業の中国や東南アジアに次ぐ投資先

として注目度が高まっていきそうだ。 

 

「来年は国交樹立から 70 周年を迎える。私たちはサウジアラビアのベストパートナ

ーとして、豊かな未来を創るために大きく貢献することを約束する」 

 

みずほ銀行の加藤勝彦頭取は 29 日の講演で、サウジへの投資強化を宣言した。

水素分野への投資や、日本のスタートアップ（新興企業）をサウジに紹介する活動を

展開すると述べ、今後リヤドに地域拠点を設ける計画も発表した。 

 

産業多角化図るサウジ 

この日の会議には、ほかにも複数の日本企業のトップや現地担当者が参加した。

こうした動きには、サウジが産業の多角化を目指し、海外企業に積極的に投資を働き

かけているという背景がある。 

 

世界最大級の産油国であるサウジは、財政収入の多くを石油に頼る。ただ、他地

域での石油増産や世界的な脱炭素化の流れによって石油価格が下落するリスクが

強まり、同国政府は石油依存からの脱却を志向。2016 年に経済改革構想「ビジョン

2030」を発表し、国内総生産（GDP）に占める海外直接投資の割合を 16 年の 3・8％か

ら 30 年には 5・7％に引き上げる目標を掲げた。 

 

特に注力するのは、水素などの次世代エネルギー事業、インフラ関連事業などだ。

現地生産や現地調達に対する優遇措置を講じるなどして投資を呼び込ん
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できた。国際通貨基金（IMF）は、25 年のサウジの実質経済成長率を 4・6％と予測。こ

れは 20 カ国・地域（G20）の中で 4 番目に高い水準だ。 

 

日本のスタートアップにもチャンス 

企業の海外投資を巡っては、ウクライナ危機や米中対立の深刻化により、これまで

重視してきた中国への新規投資に慎重にならざるを得ないという事情もある。新たな

投資先として有望視されるのがサウジだ。 

 

日本貿易振興機構（ジェトロ）の秋山士郎リヤド事務所長は「サウジには一番良い

ものを好む国民性がある。高い技術を持っていれば、日本のスタートアップにもチャン

スがある」と指摘する。 

 

懸念点は複雑化する中東情勢だ。サウジはパレスチナ自治区ガザを巡る戦闘とは

無縁だが、イスラム過激組織の活動が活発なイエメンやイラクなどと国境を接してい

る。 

 

企業が一度進出すると、その投資効果を回収するまで少なくとも数年かかるとされ

る。秋山氏は「今後、日本企業の進出が増えるかどうかは各社が中東情勢をどう判

断するかで変わるだろう」と話している。 
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ドライバー2024 年問題 外国人の採用に注目高まる 

ドライバーの労働時間を制限する「物流の 2024 年問題」。企業が対応に迫られる

中、「外国人人材の採用」に注目が高まっています。きょう、道が主催する外国人の採

用を希望する企業に向けたセミナーが開かれました。 

 

今年 3 月、国が「日本で働くことができる特定技能」として「自動車運送業」を追加し

たことから、今回、初めて運送業者を対象にした部門を設定しました。オンラインで相

談した企業の採用担当者からは、仲介にかかる費用や日本に来る前に受ける試験な

どについて質問がありました。 

 

セミナーで講師を務めたキャリアバンクの担当者は「ほかの職種に比べて自動車

運送業は日本語能力の試験レベルが高く設定されています。外国人からみると、日

本語レベルが高くならないといけないなと心配になると思います。海外でとった免許

が日本ですぐに使えないので「外免切り替え」という手続きが必要です。外免切り替え

の間も雇用はしなくてはいけないので給料も払わなくてはいけないのでハードルが高

くなっています」と現状を話します。 

 

北洋銀行が発表した雇用調査によりますと、道内の運送業では 81％の企業が人

材不足の課題を抱えていて、路線バスの運休なども相次いでいます。道は、今後も

運送業の外国人材採用の支援に力を入れていきたいとしています。 
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週間原油コストの推移 
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